集合共有住宅の大規模修繕計画に関する経済性評価の不確実性 (確率的環境下における数理モデルの理論と応用) by 中西, 真悟
Title集合共有住宅の大規模修繕計画に関する経済性評価の不確実性 (確率的環境下における数理モデルの理論と応用)
Author(s)中西, 真悟











Osaka Institute of Technology
1 はじめに
最近,マンションと人口減少に関する多くの著書が発行されている.例えば,あなたの不動産が 「負
動産」 になる[1] の中に,「総務省の住宅土地統計調査 (速報集計) によれば,2013年の住宅全国総
数6063万戸のうち,820万戸が空き家で空き家率は過去最高の13.5% \cdots (中略).2040年には空き家
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が定められる.特記事項と して,新築時においては計画期間を 「30年」 程度にすると,修繕に必要な
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ローンを支払っている場合は, j(=1,2, \cdots,n) 年目に利息を含めて配分されるので,一時金を含むその
支払額のキャッシュフローを Q. として見積もることができる.また,ライフサイクルコス ト[21] と
して考慮する場合,毎期に支払われる j 年目の固定資産税や都市計画税も 傷 に含めて良い.これに,
各期の修繕費用 C_{Mj} が加わる.このとき, j 年目の修繕に間に合わず劣化や使用に影響を与える損失










ように,キャリブレーションを行う必要がある.この式(3)では, j 年目の期待総費用 C_{TFj} について1
年目から n 年目までを合計し,長期修繕計画が合理的であるかを調べ,実際にリスクを勘案しない場
合の破損損失と比較すると効果的である.すなわち,1 年目から n 年目までを合計した期待総費用
C_{\mathrm{T}CF} は,毎期の累積期待総費用でもあるので,



















したがって,上記に示す設計や施工側の過失費用 C_{Ej} の負担と,その発生確率 P_{E_{J}} を想定した場合
の期待総費用には,



















来は検討せざるを得ない[1‐4,8‐10]. したがって,式(5)の中に未収金 C_{D}ノ を考慮し,その発生確率を P_{D_{j}}
とするときの期待総費用は












まっているキャッシュフロー C_{Ij} と,長期修繕計画として想定される毎期の修繕費用 C_{M_{f}} が含まれ
る.同時に目に見えない費用項目として,使用維持が困難になる損失費用 C_{F_{\dot{j}}} とその発生確率 P_{F_{j}},









上昇率を g_{k}(k=1, \cdots,j) とし,同様に1年目から j 年目までの割引率を r_{k}(k=1, \cdots,j) [21-23] とし
て現在価値を算出し,これに j 年目の消費税率 t_{j}(i=1_{\mathrm{J}}\cdots,n) の項目を乗じてキャリブレーションし
た期待総費用を考慮することが重要である.すなわち,ファイナンスと同様の考え方で検討するなら
ば,期待総費用 C_{TCD} の経済性評価のための現在価値は
C_{TC}(r,g, t)=\displaystyle \sum_{j=1}^{n}\{(C_{I_{j}}+C_{M_{\dot{j}}})(1+t_{j})\prod_{k=1}^{j}(\frac{1+g_{k}}{1+r_{k}})\} (7)
+\displaystyle \sum_{j=1}^{n}\{(C_{F_{j}}P_{F_{j}}+C_{E_{j}}P_{E_{j}}+C_{D_{j}}P_{D_{j}})(1+t_{J}\prime)\prod_{k=1}^{j}(\frac{1+g_{k}}{1+r_{k}})\}
r=\{r_{1} r_{n}\}^{T}, g=\{g_{1} g_{n}\}^{T}, t=\{t_{1} t_{n}\}^{T}
と見積もれる.ここに, \mathrm{r} は1年目から n 年目までの割引率のベク トル, \mathrm{g} は1年目から n 年目ま
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